別紙１（重点分野雇用創出事業用）
事業に従事する労働者数及び内訳
①　事業に従事する労働者数　　　　　　　人　
　　　　（内新規雇用の失業者数　　　　　　　人　
　　　　　（内就職困難者等雇用数　　　　　　人　
（内訳）：障がい者　　　　　　人　
　　②　新規雇用失業者の労働時間及び雇用期間
　　○新規雇用失業者の労働時間
　　　一人一週間あたり３７．５時間以上かつ週５日以上
ただし、障がい者等でフルタイム勤務が困難な方については、別途協議する。

○新規雇用の失業者の雇用期間
一人あたり３ヶ月以上５ヶ月以内とする

③　上記内容等の確認
　　　契約後は毎月１回業務従事者状況報告書（別紙Ｈ）を大阪府に提出するものとする。

【就職困難者】

　　※仕様書どおり雇用すること。なお、雇用にあたっては、賃金・雇用期間等について、合理的な理由がある場合を除き、就職困難者とそれ以外の新規雇用失業者との間に差を設けてはならない。
　○　障がい者：「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づく障害者法定雇用率の適用を受ける方。

　○　ホームレス：「ホームレス自立支援センター」入所の方

　○　高年齢者：５５歳以上の方

　○　母子家庭の母：ハローワーク又は「大阪府母子家庭等就業・自立支援センター」「大阪市母子家庭等就業・自立支援センター」を利用して雇用した方（堺市、豊中市、高槻市、東大阪市の母子家庭等就業・自立支援センターを含む。）
　○　非正規労働者：前職が正社員ではなく、パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託等であった方
　○　未就職卒業者：高等学校、大学等卒業後、概ね３年以内で、これまで正社員経験のない方

　○　その他：「地域就労支援センター」を利用して雇用した方

　○　東日本大震災の被災者：東日本大震災の被災求職者で罹災証明のある方
※ハローワークから紹介のあった求職者が、全て就職困難者ではありません。

